
令和７年度９月補正予算案

主要事項説明資料

建設交通部



建設交通部
事　　業　　名 担当課

建設業人材確保対策支援事業費 指導検査課

府営住宅向日台団地整備事業費 住宅整備課

単独公共事業執行平準化対策費 監理課
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趣　　旨

２ 事業概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

  建設業者等が行う生産性向上や労働者の処遇改善につながる取組を
支援

予 算 額 120,000千円
国　庫 起　債 その他 一般財源

令和７年度９月補正予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 建設業人材確保対策支援事業費 新規・
継続の別

継　続

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
指 導 検 査 課 調　　整　　係 075-414-5225

建設交通－ １

　物価高騰、人手不足等様々な影響を受けている建設業者等の事業継
続を図るため、建設業者等が実施する生産性向上に向けた取組支援を
強化

対 象 者

120,000 - - -

京都府内の建設業者等（中小企業に限る）

工事現場の生産性向上に資する取組に係る経費

対象経費

補 助 率

【取組例】
・ＩＣＴ建設機械、測量機器等の導入

労働者の処遇改善を実施する企業：2/3
（上限：300万円）

※実施しない場合は1/2（上限：200万円）

目 的

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業概要

・令和４年度：入札、事業契約の締結
・令和５～１０年度：設計、建設、入居者移転（第１事業区）

令和７年度９月補正予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 府営住宅向日台団地整備事業費
新規・

継続の別
継　続

予 算 額

１

　令和４年度からＰＦＩ手法により推進している府営住宅向日台団地
の建替事業について、建設労務単価等の上昇に伴い予算を増額

一般財源

－ 33,000 －

33,000千円

（債務負担行為限度額112,000千円）

国　庫 起　債 その他

－

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
住 宅 整 備 課 整　　備　　係 075-414-5363

構 造

建設交通－ ２

　１９６６年：８棟、１９６７年：７棟

　鉄筋コンクリート造５階建

＜向日台団地の概要＞

棟 数 ・ 戸 数 　１５棟・４９５戸

建 築 年 度

　団地全体１５棟のうち、７棟２０５戸を第１事業区として建替事業
を実施（整備戸数２３１戸）目 的

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業概要

建設交通－ ３

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
監　　理　　課 経　　理　　係 075-414-5178

道 路 ・ 街 路 事 業 等 １,５１９

河 川 ・ 砂 防 事 業 ８２３

都 市 公 園 事 業 １５８

　②地元調整等から年度当初の工事着手が必要（可能）な箇所

　③夏場の交通規制困難期までに施工する必要がある箇所

　　等の対策を講じる。

（単位：百万円）

実 施 内 容 債 務 負 担 行 為 限 度 額

　①出水期（６月頃～10月頃）までに施工する必要がある箇所

令和７年度９月補正予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 単独公共事業執行平準化対策費
新規・

継続の別
継　続

予 算 額 　　　　　　　　　 ２，５００，０００千円

１

　適正な工期を確保するため、次の出水期までに施工する必要がある
箇所等について債務負担行為により施工し、年間を通じた仕事量の平
準化を図る。

　債務負担行為として今年度中に事業着手することにより

（債務負担行為限度額）

目 的

対 象

方法等

事業内容


